
 

 

令和７年度 第１回総合教育会議 

 

日時：令和７年７月 22 日（火） 

15 時～16 時 30 分 

会場：消防防災庁舎３階研修室 

 

－ 次  第 － 

１ 開会 

２ 議事 

議第１号 教職員の働き方改革について（学校教育課） 

資料 1-1 資料 1-2 

 

 

議第２号 校内教育支援センター（ほっとルーム）の現状と課題

について（学校教育課）     資料 2 

 

 

３ 閉会 



教職員の働き方改革について 
富士市教育委員会学校教育課 

１ 取組の現状について 
国・県の動きや本市の状況を踏まえ、令和２年２月に、教育の質の向上と教職員の心身の健康

の保持増進を目指した「富士市小中学校における業務改革プラン」を策定し、「人的資源の配置・
活用」「校務の分類・整理と見直し」「教職員の働き方の見直し」「効率的・効果的な部活動の実現」
「地域・家庭、関係機関との連携・協働」「教育委員会から学校へ依頼する業務の見直し」という
6 項目を取組の柱として、以下のような対策を講じてきた。 

(◎…学校の取組 ◆…教育委員会の取組 ☆…両方の取組) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

【人的資源の配置・活用】 
◎CSD（ｺﾐﾆｭﾃｨ･ｽｸｰﾙ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ）、地域・保護

者等（ふれあい協力員）の連携による外部人
材の活用 

◎SSS（ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ）の活用 
◎SC（ｽｸｰﾙ･ｶｳﾝｾﾗｰ）、SSW（ｽｸｰﾙ･ｿｰｼｬﾙ･ﾜｰｶ

ｰ）、巡回相談員、外部機関との連携 
☆共同学校事務室による教員支援体制の充実 
◆各種サポート員等、専門スタッフの増員 
◆苦情等についての総務課法務監からの助言 
◆県の人材登録システム「人材バンク」の活用 

【校務の分類・整理と見直し】 
◎学校行事や会議、研修等の精選・見直し、日

課の変更による登下校時間の見直しなどの
教育課程の工夫 

◎ICT 環境による校務の効率化 
 ・会議のペーパーレス化 
 ・アンケートのデジタル化 
 ・文書やワークシートの共有化 
 ・アプリによる欠席連絡・お便り配付 
 ・生成 AI の活用 等 
◎小学校における一部教科担任制の拡大 
☆学校事務再編 
◆給食費の公会計化と学校徴収金の一括徴収

制度の導入  
◆ネットバンキングの月額負担料の公費負担 

【教職員の働き方の見直し】 
◎ICT 機器の活用  
◎退勤予定時間の視覚化、定時退勤推奨日の

設定  
☆勤怠管理システムの導入と客観的な管理 
◆新しい教員パソコンと新しい校務支援シス

テムの導入 
◆ストレスチェックの実施  
◆夏季閉庁日の設定  
◆留守番電話の設置  
◆全中学校での自動採点支援システムの導入  

【効率的・効果的な部活動の実現】 
◎「富士市中学校部活動ガイドライン」に基づ

く効率的・効果的な部活動の推進 
◎部活動の活動日や活動時間の見直し 
◎顧問２人体制を維持できるように部活数の

削減 
◆部活動指導員や外部指導者の派遣 
◆部活動の地域連携・地域移行の推進 【地域・家庭、関係機関との連携・協働】 

◎PTA との連携・協力体制の整備 
◎地域、保護者等の連携による外部人材の確保 
◎コミュニティ・スクールの積極的な推進 
☆SC、SSW、巡回相談員等の有効活用 
◆全小中学校に学校運営協議会を設置し、全

小中学校をコミュニティ・スクールに指定 
◆CSD の研修会の実施 

【学校へ依頼する業務の見直し】 
◆学校への調査依頼や文書の見直し 
◆各種様式を見直し、文書への押印廃止を推

進 
◆提出方法を紙媒体から電子媒体に変更 
◆外部団体からのチラシ配布依頼の精選 

２ 取組の成果について 
令和元年度と令和６年度の県費負担教職員の時間外勤務時間 

※R１の３月は新型コロナウイルスによる臨時休業 
 ・昨年度と「富士市小中学校における業務改革プラン」策定前の令和元年度とを比較すると、時

間外勤務時間が、32％減（年合計 180 時間減、月平均 15 時間減）と大きく減少している。 
・学校評価において、「業務改善が進められているか」に「よくあてはまる」「ややあてはまる」 

と回答した教職員の割合が高い。 R4：75％、R5：72％、R6：76.7％  
 
３ 課題について 

令和６年度 役職ごとの時間外勤務時間 
 小学校 中学校 

役職 校長 教頭 主幹教諭 教務主任 教諭 校長 教頭 主幹教諭 教務主任 教諭 
平均 35 58 54 42 28 29 54 62 39 37 

 
・役職ごとの時間外勤務時間を見ると、教頭、主幹教諭の時間数が依然として多い。 
・月 45 時間以内、年 360 時間以内という勤務時間の上限の目安時間を超えて勤務した教職員が 

3 割程度おり、業務の平準化が十分ではない。 
・産育休や病気などで特別休暇に入った教諭の代替者（臨時的任用職員）が不足している。 
・業務の中で、保護者対応の負担が大きいという声が多い。(不当な要求、夜遅くの対応等) 

 
４ 今後の業務改革について 
・令和８年４月１日から施行される「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法等の一部を改正する法律」において、教育委員会における実施の確保のための措置として、
教員の業務量の適切な管理と健康・福祉を確保するための措置を実施するための計画の策定・公
表、計画の実施状況の公表が義務付けられた。併せて、総合教育会議への報告も義務付けられた。 

・政府は、令和 11 年度までに、教育職員の時間外在校等時間を平均 30 時間程度に削減することを
目標とした。 

時間外勤務時間を平均 30 時間程度に削減していくために、 
①管理職の強いリーダーシップのもと、「学校経営における職と職務を超えた再編（学校事務再

編）」を進め、スリム化・スクラップ可能な業務、移管できる業務等を分類し、職や職務を超え
た校務分掌の見直しを図っていく。 
・「学校・教師が担う業務に係る 3 分類」についても対応策を検討していく。各校の学校運営協

議会で積極的に議題に挙げ、地域の力を借りながら業務の役割分担や適正化を図っていく。 
 ・教育委員会は校長会や教頭会、共同学校事務室と連携し、学校事務再編をサポートしていく。 
②市の公式 LINE アカウントで臨時的任用職員の登録を呼び掛けるなど、人材確保を進めていく。 
③不当な要求をする保護者への対応策について検討していく。録音機能付き電話機の導入検討、

苦情等についての総務課法務監との連携強化等。 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 年合計 月平均 

R１ 65 58 61 50 16 54 55 52 42 45 46 20 564 47 
R６ 48 42 39 29 9 34 39 33 25 30 30 26 384 32 

資料 1-1 



任用種別 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

特別支援教育サポート員 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ５３ ５３

特別支援学級サポート員 ３３ ３８ ４１ ４１ ４１ ４３ ４３

生徒指導サポート員 １２ １２ １２ １２ １２ １２ １３

生徒指導支援員・アドバイザー ３ ３ １ １ １ １ １

保健室サポート員 １ １ １ １ １ １ １

肢体サポート員 ４ ４ ４ ５ ６ ６ ９

合 計 ９８ １０３ １０４ １０５ １０６ １１６ １２０

富士市任用のサポート員種別毎の人数
資料1-2



県費負担教職員の時間外勤務時間

※県費負担教職員：校長、教頭、主幹教諭、教務主任、教諭、養護教諭、栄養教諭（栄養士）、事務職員
※Ｒ１の３月、Ｒ２の４月と５月はコロナ禍による臨時休業、Ｒ３の８月は夏休み延長、９月は途中まで分散登校

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年合計 月平均

Ｒ１ ６５ ５８ ６１ ５０ １６ ５４ ５５ ５２ ４２ ４５ ４６ ２０ ５６４ ４７

Ｒ２ ２５ １８ ５０ ４７ ２４ ４６ ４９ ４４ ３９ ３９ ４０ ３７ ４５８ ３８

Ｒ３ ５０ ４１ ４７ ３３ ５ ３４ ４１ ３９ ３３ ３１ ３１ ３０ ４１５ ３４

Ｒ４ ４８ ４２ ４６ ３２ １０ ４１ ３９ ３７ ３０ ３１ ３４ ３８ ４２８ ３６

Ｒ５ ４８ ４３ ４３ ３０ １１ ３９ ３９ ３６ ２６ ３０ ３３ ２８ ４０６ ３４

Ｒ６ ４８ ４２ ３９ ２９ ９ ３４ ３９ ３３ ２５ ３０ ３０ ２６ ３８４ ３２



令和6年度 役職ごとの時間外勤務時間

役職 校長 教頭 主幹教諭 教務主任 教諭 養護教諭 栄養 事務 小 全体

平均 ３５ ５８ ５４ ４２ ２８ ２５ １５ ２１ ２９

役職 校長 教頭 主幹教諭 教務主任 教諭 養護教諭 栄養 事務 中 全体

平均 ２９ ５４ ６２ ３９ ３７ ２４ ２０ ２３ ３７

＜小学校＞

＜中学校＞



「学校・教師が担う業務に係る３分類」

基本的には学校以外が担うべき業務
学校の業務だが、

必ずしも教師が担う必要のない業務
教師の業務だが、

負担軽減が可能な業務

①登下校に関する対応

②放課後から夜間などにおける見回 り、
児童生徒が補導された時の対応

③学校徴収金の徴収・管理

④地域ボランティアとの連絡調整

※その業務の内容に応じて、地方公共団体や教育
委員会、保護者、地域学校協働活動推進員や
地域ボランティア等が担うべき。

⑤調査・統計等への回答等
（事務職員等）

⑥児童生徒の休み時間における対応
（輪番、地域ボランティア等）

⑦校内清掃
（輪番、地域ボランティア等）

⑧部活動（部活動指導員等）

※部活動の設置・運営は法令上の義務ではないが、
ほとんどの中学・高校で設置。多くの教師が顧問
を担わざるを得ない実態。

⑨給食時の対応
（学級担任と栄養教諭等との連携等）

⑩授業準備（補助的業務へのサポートスタッフの参
画等）

⑪学習評価や成績処理（補助的業務へのサ
ポートスタッフの参画等）

⑫学校行事の準備・運営
（事務職員等との連携、一部外部委託等）

⑬進路指導
（事務職員や外部人材とのの連携・協力等）

⑭支援が必要な児童生徒・家庭への対応
（専門スタッフとの連携・協力等）

※新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申） （第213号） （平成31年1月25日）



校内教育支援センター（ほっとルーム）の現状と課題 

    

富士市教育委員会学校教育課 

 

１ 不登校対策の視点 

(1) 不登校児童生徒への支援のあり方（令和元年１０月２５日付け文部科学省通知） 

   ・「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではい。 

   ・児童生徒が自らの進路を主体的に捉え、学校復帰のみを目的とせず、社会的に自立できる

よう支援する（※）。 

   ・不登校の時期が休養等の積極的な意味を持つ。 

   ・学業の遅れや進路選択上の不利益等が存在することに留意。 

     ※社会的自立とは･･･適切に他者に依存したり、自らが必要な支援を求めたりしながら、社会

の中で自己実現していくということ。（生徒指導提要 令和４年 12月） 

(2) 多様な学びの機会の保障と校内における居場所の整備 

不登校の児童生徒の多くは、自己肯定感が下がり、自己否定をしてしまう。学校には、この

ような子どもが「ありのままの自分」を肯定的に受け止めてくれる環境が必要である。「自分

がいても大丈夫」「自分らしくいられる」環境により、自己肯定感を保ち、心の回復や向上を

図ることができる。 

・学校教育の意義や役割は大きく、学校教育の一層の充実。 

・学校教育になじめない児童生徒には、どのように受け入れていくか検討。 

 

２ 「校内教育支援センター（ほっとルーム）」の設置の推進と機能の強化 

(1) 目的 

    不登校から学校復帰する段階にある児童生徒や、不登校の兆候が見られる児童生徒の自己肯

定感を高めるとともに、自分にあったペースで生活（学習を含む）できる居場所を確保し、社

会的自立を目指す。 

   ・不登校の児童生徒が「登校したい」と思ったとき、受け入れられる学校体制 

   ・学校生活で辛いと感じる要因の低減及び解消 

   ・全ての不登校児童生徒の居場所を確保し、学びたいと思ったときに学べる環境の整備 

 (2) 本市の別室登校による支援の現状 

・不登校及び不登校傾向のある児童生徒における別室登校者数（令和６年度） 

 ＜小学校 ４９人  中学校 １５１人＞ 

・市内公立小中学校のうち、半数近くの学校が不登校や教室に入れない児童生徒のための部

屋を用意している。 

 ＜小学校 ８校（３０％） 中学校 １１校（７３％）＞ 

   ・用意している部屋は、相談室、会議室、空き教室等である。 

    （きらきらルーム、おひさまルームなどと名付けている小学校もある。） 

 

 

３ ほっとルームモデル校の設置 

  富士第二小学校に、ほっとルームを設置（資料１）するとともに、支援員を専任配置 

 (1) 校内教育支援センター支援員配置事業費補助金を申請  （資料１） 富士第二小学校ほっとルームの様子 

不登校傾向のある児童生徒及び不登校から登校復帰す 

る段階にある児童生徒に対し、学習支援や相談支援をす 

るための支援員を配置（国 1/3 県 1/3 市 1/3） 

   ・支援員 

   ・富士第二小学校のほっとルームの設置（備品購入費 

用） 

 (2) 富士第二小学校ほっとルームの状況 

・５月連休明けから利用開始。 

・複数名利用している。 

 (3) 担当支援員の取組状況 

   ・利用している児童の悩みや気持ちを、時間をかけて 

聞き取る。 

   ・利用している児童の様子や気になる児童等への対応 

を記録し、管理職等と情報共有する。 

   ・ただのサポート員の先生ではなく、ほっとルームの 

先生というラベリングがよい。 

(4) 教職員の所感 

   ・子どもの話をじっくりと聞いてくれる人がいる。 

→問題行動、不登校の未然防止につながっている。 

   ・学校の先生ではない大人が自分の話を聞いてくれる。 

→不登校になってしまう子ども、困りごとを抱えている子どもの隠れていた気持ちに気付

ける。 

   ・ほっとルームの温かい雰囲気により、児童だけでなく保護者が安心して話ができる場とし

て、有効活用できている。 

   ・教室に入れない子やそのような子を持つ保護者の相談にのること。 

   ・居心地のよい部屋を、利用している子どもとともに作っていく。 

  (5) 本市の校内教育支援センター（ほっとルーム）による支援の課題 

・別室の教室を用意できていない学校において、不登校や教室に入れない児童生徒が登校し

た場合は、主に保健室で対応している。 

・教室以外の部屋を利用している児童生徒の対応は、学級担任、教頭、級外が担っているこ

とが多く、校長や養護教諭などが対応することもある。 

 ・教室に入れない児童生徒のための部屋を用意していない学校は、その理由として、「適切 

な部屋がない」「対応する人がいない」等と回答しており、物的及び人的な整備が必要。 

   ・小学生の対応は、発達段階上、常時教員や支援員等、大人が関わりながら一緒に学習や作

業に取り組む必要性がある。（特に低学年） 


